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問共働き世帯の増加や少子化により登校時の旗当番の負
担が増加している。未就学児がいる場合は小学校入学ま
で免除する等、保護者の負担軽減について市長の所見は。
答市長　地域や学校でのさまざまな活動は、長い期間の
積み重ねを経て現在の運営方法に至っていると考えるが、
人口構造が変化し、本市でも少子化や共働き世帯の増加
が進む中で、地域や学校での活動を支えていた仕組みも、
担い手不足などの課題が生じるようになってきたと認識
している。子どもの活動における保護者の負担も、地域
におけるさまざまな課題の一つと捉え、社会の変化にも
対応した仕組みの在り方について今後研究していく。
質問子育て世代の負担軽減

子育て世代の視点で支援を
無所属 粂　 真 美 子
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26名の議員が
一般質問を行いました。

市政に関する
一般質問 質問した議員が選んだ１問を

掲載しています。
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答弁者

問子どもたちを守るために、交通事故や災害への対応に
ついて、家庭や地域も関わっていく必要があると思うが、
教育委員会としてどのように考えるのか伺う。
答学校教育部長　学校は、地域の家庭の子どもたちが通
っている施設であるので、その地域の人々と協力し合っ
ていくことが基本であると考える。保護者や地域の人々
には、登下校の見守りや、訓練等に協力してもらうとと
もに、学校は、学校便りや地域活動などにより、積極的
に情報発信を行っていく。そして、防災教育に家庭・地
域の人々にも参画してもらい、家庭・地域と協働した安
全・安心な学校づくりに努めていきたいと考えている。
質問児童生徒の健全な育成

子どもたちを守るために
自由民主党 牛 窪 喜 史
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問子育て世代への切れ目ない支援や若い世帯の転入強化、
高齢者と子どもの世代間交流促進は重要だ。高齢化率
27％超の本市の超少子高齢社会対策推進の考えを伺う。
答市長　子育て世代が安心して出産・子育てができるよ
う、必要となる支援を継続して実施すること、また、住
み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、
高齢者の保健福祉施策を総合的に進めることが重要であ
る。子ども・子育て世代や高齢世代のニーズを的確に把
握するとともに、国が打ち出す少子化対策や全世代型社
会保障の動向などを注視し、必要な支援を確実に行うた
めの財源の確保を含め、取り組んでいきたい。
質問人口減と超少子高齢対策

超少子高齢社会対策の推進
自由民主党 村 山 博 紀

3

問脇田本町交差点では自転車と通学する児童が接触した
ことがあり、新宿町２丁目の交差点と合わせて２つの五
差路の安全性を憂慮している。安全対策の考えを問う。
答市民部長　脇田本町の五差路の安全対策として、既に
自転車に対する注意喚起の音声案内についての要望を川
越警察署に伝えているが、実施には至っておらず、引き
続き要望していく。また、当該交差点における歩行者の
安全確保のため、さらなる安全対策として自転車に対す
る注意喚起の看板を設置していく。新宿町２丁目の五差
路の安全対策についても、自転車に対する注意喚起の看
板の設置等、必要な対策を行っていく。
質問川越西口地区の諸課題２

通学路の五差路の安全対策
自由民主党 中 原 秀 文
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問担任教員や生徒指導担当教員など一部の教員に過度の
負担が掛からないよう、学校でのいじめの内容が複雑化
や重大化する前に法的に相談できる状況にあるか。
答学校教育部長　令和２年度から、国の教育行政におけ
る法務相談体制の充実に向けた動きに合わせて、本市に
おいても学校法律相談事業として、弁護士に相談業務を
委託している。この事業は、いじめを含む生徒指導上の
問題が深刻化等しそうな場合に当該校が業務委託弁護士
に相談し、弁護士から当該校に対して司法の立場からの
指導助言を行うものである。
質問学校におけるいじめ対応　質問学校教職員の働き方改革
質問児童生徒の健康

いじめ対応の法的相談体制
自由民主党 小 高 浩 行
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